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第１ 審 査 の 概 要

１ 審 査 の 対 象

平成１２年度東京都一般会計

平成１２年度東京都特別会計

特別区財政調整会計

地方消費税清算会計

小笠原諸島生活再建資金会計

母子福祉貸付資金会計

心身障害者扶養年金会計

中小企業近代化資金助成会計

農業改良資金助成会計

林業改善資金助成会計

沿岸漁業改善資金助成会計

と場会計

都営住宅等保証金会計

都市開発資金会計

用地会計

公債費会計

新住宅市街地開発事業会計

相原小山開発事業会計

市街地再開発事業会計

臨海都市基盤整備事業会計

２ 審 査 の 手 続

地方自治法（昭和２２年法律６７号）第２３３条第２項の規定により審査に付された平成１２年

度一般会計及び特別会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及

び財産に関する調書について審査した。

審査に当たっては、

（１）決算計数は、正確であるか

（２）予算は、適正かつ効率的に執行されているか

（３）事務事業の執行は、最小の経費で最大の効果を挙げているか

（４）財産の取得、管理及び処分は、適正に処理されているか

などに主眼を置き、決算書及び証拠書類を照合するとともに、関係部局から決算内容についての聴

取その他必要と認める審査手続を実施した。

３ 審 査 の 期 間

平成１３年７月２５日から同年９月１２日まで
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第２ 審 査 の 結 果

審査に付された一般会計及び特別会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書及び実質収

支に関する調書の計数は、それぞれの関係諸帳簿及び証拠書類と照合した結果、誤りのないものと

認められる。

なお、財産に関する調書の計数については、次のとおり、計数の一部に誤りが認められた（詳細

は〔第４ 局別事項〕に記載 。）

１ 公有財産

ア 土 地

過大に登載されているもの ４件 ３８，４２１．６４ ｍ２

登載漏れとなっているもの ５件 ５，３４４．９２ ｍ２

イ 建 物

過大に登載されているもの １件 ８０．００ ｍ２

登載漏れとなっているもの ４件 ８０，４９９．３９ ｍ２

ウ 山 林

過大に登載されているもの １件 ２，７６７．０７ ｍ２

エ 出資による権利

登載漏れとなっているもの １件 ７５０，０００，０００ 円

２ 物 品

過大に登載されているもの ２件 ２７ 点

登載漏れとなっているもの ３件 ８ 点

３ 債 権

過大に計上されているもの ８件 ４５，１７８，２９５ 円

計上漏れとなっているもの ３件 １１３，５２０，２８２ 円
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第３ 決 算 の 概 要

１ 決 算 の 総 括

（１）歳入歳出決算の状況

歳入歳出決算の総額は、一般会計と特別会計とを合算すると、表１のとおり

歳 入 ９兆９，９５４億余円

歳 出 ９兆９，０７４億余円

差 引 ８８０億余円

となっており、これを会計別に見ると、表２及び表３のとおりである。

歳 入 歳 出 決 算 総 括

(表１) （単位:百万円）

会 計 別 歳 入 決 算 額 歳 出 決 算 額 差 額 摘 要

内訳は(表２)

一 般 会 計 ６,４２１,５９９ ６,３５０,１９３ ７１,４０５ のとおり

特 別 会 計 内訳は(表３)

(１８会計合算) ３,５７３,８６３ ３,５５７,２１２ １６,６５０ のとおり

合 計 ９,９９５,４６２ ９,９０７,４０６ ８８,０５５
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一 般 会 計 歳
(表２)

歳 入

科 目 (款) 予 算 現 額 決 算 額 比較増(△)減額 収入率

1 都 税 ４,２６８,１７３ ４,２６８,９８２ ８０９ １００.０

2 地 方 譲 与 税 ２,８６３ ２,８９２ ２９ １０１.０

3 助 成 交 付 金 １９ １８ △ １ ９４.７

4 地方特例交付金 １５７,０４１ １５７,０４１ ０ １００

5 特 別 交 付 金 ４,９３６ ４,１７４ △ ７６１ ８４.６

6 分担金及負担金 ２２,７９２ ２０,１３９ △ ２,６５３ ８８.４

7 使用料及手数料 １８２,５７７ １７９,８３５ △ ２,７４２ ９８.５

8 国 庫 支 出 金 ５７１,２７５ ５１４,８５４ △ ５６,４２０ ９０.１

9 財 産 収 入 １８４,７８９ １２０,６５０ △ ６４,１３８ ６５.３

10 寄 附 金 １９６ ２０２ ５ １０３.１

11 繰 入 金 ２１３,８４９ １８９,０２７ △ ２４,８２２ ８８.４

12 諸 収 入 ５５９,７１９ ５５９,７１０ △ ９ １００.０

13 都 債 ４５４,５３７ ３８４,２７４ △ ７０,２６２ ８４.５

14 繰 越 金 １９,７９５ １９,７９５ ０ １００.０

合 計 ６,６４２,５６６ ６,４２１,５９９ △ ２２０,９６６ ９６.７

歳 入 歳 出 決 算 額 の 差 額
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入 歳 出 決 算
（単位：百万円、％）

歳 出

科 目(款) 予 算 現 額 決 算 額 翌 年 度 繰 越 額 不 用 額 執行率

1 議 会 費 ６,４０９ ５,６８６ ０ ７２２ ８８.７

2 総 務 費 ２３３,４４７ ２１８,９５４ ９２ １４,４００ ９３.８

3 徴 税 費 ８７,６５６ ８５,０３９ ０ ２,６１６ ９７.０

4 生活文化費 １９,６６５ １７,７７１ ０ １,８９３ ９０.４

5 都市計画費 １３５,５４２ １１１,５３０ １９,８４４ ４,１６７ ８２.３

6 環 境 費 ３０,３６７ ２７,２８７ ０ ３,０７９ ８９.９

7 福 祉 費 ５５５,７４４ ５２０,６９９ ３,４３８ ３１,６０６ ９３.７

8 労働経済費 ３６２,９３２ ３４４,０２３ ５,０５５ １３,８５３ ９４.８

9 住 宅 費 ２９９,１１５ ２３４,８５５ ４７,７５２ １６,５０７ ７８.５

10 衛 生 費 １４７,９０５ １３４,７７４ ０ １３,１３０ ９１.１

11 土 木 費 ５２７,３６９ ４８１,８０６ ２９,０７４ １６,４８９ ９１.４

12 港 湾 費 １０９,７７８ ８８,４２６ １７,３１５ ４,０３５ ８０.５

13 教 育 費 ７９８,２４１ ７８７,３２６ ０ １０,９１５ ９８.６

14 学 務 費 １５３,４３６ １５１,５３０ ０ １,９０５ ９８.８

15 警 察 費 ６０８,３６３ ６００,４８３ ０ ７,８７９ ９８.７

16 消 防 費 ２４２,２７０ ２３９,１０９ ０ ３,１６０ ９８.７

17 公 債 費 ６１１,９６６ ６０８,３６４ ０ ３,６０１ ９９.４

18 諸 支 出 金 １,７０７,８０５ １,６９２,５２２ ０ １５,２８３ ９９.１

19 予 備 費 ４,５５０ ０ ０ ４,５５０ ０

合 計 ６,６４２,５６６ ６,３５０,１９３ １２２,５７３ １６９,７９８ ９５.６

７１,４０５百万円
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特 別 会 計 歳 入 歳 出 決 算

(表３) （単位：百万円、％）

歳 入 歳 出

会 計 名 予 算 現 額 歳 入 決 算 額 収入率 歳 出 決 算 額 執行率 決算額の差額

1 特 別 区

財政調整会計 ８３０,９３９ ８３０,９３８ １００.０ ８３０，９３８ １００.０ ０

2 地 方 消 費 税 歳入１,０４９,８２３

清 算 会 計 歳出１,０１３,３８９ １,００６,８２４ ９５.９ １,００６，８２４ ９９.４ ０

3 小笠原諸島生活

再建資金会計 １８１ ４２１ ２３２.６ ３８ ２１.０ ３８３

4 母子福祉貸付

資 金 会 計 ３,８０７ ４,０５１ １０６.４ ３,２８５ ８６.３ ７６６

5 心身障害者扶養

年 金 会 計 ３,９４２ ３,８２７ ９７.１ ３,８００ ９６.４ ２７

6 中小企業近代化

資金助成会計 １７,７４６ １８,０５５ １０１.７ １３,３２４ ７５.１ ４,７３０

7 農業改良資金

助 成 会 計 １８５ １１２ ６０.５ １０４ ５６.２ ８

8 林業改善資金

助 成 会 計 ３８ ７５ １９７.４ １４ ３６.８ ６１

9 沿岸漁業改善

資金助成会計 ５１ ５２ １０２.０ ４０ ７８.４ １２

10 と 場 会 計

６,３４４ ５,９７２ ９４.１ ５,９７２ ９４.１ ０

11 都 営 住 宅 等 歳入 ４,０７２

保 証 金 会 計 歳出 ３,４８５ ４,３３９ １０６.６ ３,２９８ ９４.６ １,０４０

12 都 市 開 発

資 金 会 計 １０,２４１ ９,７７３ ９５.４ ９,７７１ ９５.４ １

13 用 地 会 計 (２,９４３)

１７５,５６４ １１６,１０１ ６６.１ １０８,２９２ ６１.７ ７,８０８

14 公 債 費 会 計

１,４８２,２１７ １,４７１,４１４ ９９.３ １,４７１,４１４ ９９.３ ０

15 新住宅市街地 ( ７５)

開発事業会計 ３８,９３５ ３４,３１８ ８８.１ ３３,８６６ ８７.０ ４５１

16 相 原 小 山 ( ４２)

開発事業会計 １１,７３７ １０,０８３ ８５.９ １０,０４０ ８５.５ ４２

17 市街地再開発 (６３０)

事 業 会 計 ５６,７９４ ５３,４２９ ９４.１ ５２,４１６ ９２.３ １,０１２

18 臨海都市基盤 (３９１)

整備事業会計 ５,８９５ ４,０７０ ６９.０ ３,７６８ ６３.９ ３０２

歳 入

３,６９８,５１２ (４,０８２)

合 計 ３,５７３,８６３ ９６.６ ３,５５７,２１２ ９７.２ １６,６５０

歳 出

３,６６１,４９１

(注)1 歳出決算額欄の( )は、翌年度繰越額で外書きである。

2 予算現額は、地方消費税清算会計及び都営住宅等保証金会計を除き、歳入歳出同額である。
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（２）決算収支の状況

決算の収支状況は表４のとおり、一般会計及び特別会計を合計した実質収支の額は、歳入総額

から歳出総額を差し引いた形式収支の額８８０億５５百余万円から翌年度へ繰り越すべき財源５

４２億８９百余万円を差し引いた３３７億６６百余万円となっている。

また、前年度の実質収支額を差し引いた単年度収支額は２７億３６百余万円となっている。

（表４）実質収支の状況

（単位：百万円）

区 分 一般会計 特別会計 合 計

歳 入 総 額 ① 6,421,599 3,573,863 9,995,462

歳 出 総 額 ② 6,350,193 3,557,212 9,907,406

形 式 収 支 ③＝①－② 71,405 16,650 88,055

翌年度へ繰り越すべき財源 ④ 52,308 1,980 54,289

実 質 収 支 ⑤＝③－④ 19,096 14,669 33,766

単 年 度 収 支（実質収支33,766 － 前年度実質収支31,030) 2,736

（注）１ 形式収支とは、現金ベースでの収支の結果を示すもので、当該年度中に収入された現金

（歳入総額）から、支出された現金（歳出総額）を単純に差し引いたものである。

２ 翌年度に繰り越すべき財源とは、翌年度繰越額から、事業の繰越しに伴う国庫補助金等

の未収入特定財源を差し引いたものである。

３ 実質収支とは、形式収支から翌年度に繰り越すべき財源を差し引いたものである。
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２ 執行状況について

平成１２年度予算は、都財政の構造改革を推進する中で「財政再建の達成に向けて確実な第一歩

を踏み出す予算」と位置づけ、

① 「財政再建推進プラン」に基づき、自ら、厳しい内部努力を実施するとともにすべての施策

について聖域なく見直しを行うこと

② 社会経済状況の変化を踏まえ、施策の再構築を図りつつ、新たな行政需要にも的確に対応する

こと

を基本として編成されたものである。

以下、会計別（一般会計及び特別会計）の執行状況について述べる。

（１）一般会計について

（単位：百万円、％）

平成１２年度決算額 平成１１年度決算額 増（△）減

額 率（％）

歳入 収入済額 ６，４２１，５９９ ６，４４０，５０２ △ １８，９０３ △ ０．３（ ）

歳出 支出済額 ６，３５０，１９３ ６，４２０，７０７ △ ７０，５１３ △ １．１（ ）

差 引 ７１，４０５ １９，７９５ ５１，６１０ ２６０．７

一般会計は、都税を主な財源（別表１のとおり、歳入総額に占める割合は６６．５％（前年度

比４ ０ポイント増 である として 教育・社会福祉・保健衛生の事業 警察・消防の運営． ） 。） 、 、 、

住宅・道路・公園の建設など、東京都が行う行政の大部分を経理する中心的な会計である。

予算・決算状況について見ると、表２（前掲）のとおり、歳入は、予算現額６兆６，４２５

億余円に対し、決算額は６兆４，２１５億余円で、２，２０９億余円の減となっている。

これは、主として、都債が７０２億余円、財産収入が６４１億余円、国庫支出金が５６４億

余円 繰入金が２４８億余円 それぞれ減となったためである 前年度比では 上表のとおり、 、 。 、 、

１８９億余円（０．３％）の減であるが、収入率は０．７ポイント上昇して９６．７％となっ

ている。

歳出は、予算現額６兆６，４２５億余円に対し、決算額６兆３，５０１億余円、翌年度繰越

額１，２２５億余円、不用額１，６９７億余円で、前年度比では、７０５億余円（１．１％）

の減であり、執行率は０．１ポイント低下して９５．６％となっている。

歳入・歳出の各款別の執行状況は、次のとおりである。
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ア 歳 入

第１款 都 税

（単位：百万円、％）

予算現額に

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 対する収入 収入率

済額の増減

平成１２年度 4,268,173 4,508,182 4,268,982 35,811 207,549 809 100.0

法 人 二 税 1,650,938 1,689,746 1,649,785 5,444 38,289 △ 1,152 99.9

その他都税 2,617,235 2,818,436 2,619,197 30,366 169,259 1,962 100.1

平成１１年度 3,989,800 4,298,319 4,025,858 40,411 236,763 36,058 100.9

法 人 二 税 1,372,724 1,441,634 1,395,797 10,394 39,801 23,073 101.7

その他都税 2,617,076 2,856,684 2,630,061 30,016 196,962 12,985 100.5

比 較 額 278,372 209,863 243,124 △ 4,600 △ 29,213

増( )減 率 7.0 4.9 6.0 △ 11.4 △ 12.3△

都税は、個人都民税をはじめとする１８税目で構成されている。

これを法人二税（法人事業税及び法人都民税）とその他都税に大別して見ると、法人二税は、

予算現額１兆６，５０９億余円に対し、収入済額１兆６，４９７億余円、収入率９９．９％であ

り、前年度と比べて２，５３９億余円（１８．２％）の増となっている。増加となった主な理由

は、ＩＴ関連企業を中心に企業収益の改善が見られたことによるものである。

その他都税は、予算現額２兆６，１７２億余円に対し、収入済額２兆６，１９１億余円、収入

率１００．１％であり、その主な内訳は、固定資産税・都市計画税（１兆２，８０９億余円 、）

個人都民税（３，５３２億余円）及び繰入地方消費税（３，０２０億余円）で、前年度と比べて

１０８億余円（０．４％）の減となっている。

なお、平成１２年度の徴収率は９５．３％、前年度と比べて１．０％の上昇であり、また、収

入未済額は、２，０７５億余円で、前年度と比べて２９２億余円（１２．３％）の減となってい

る。

第２款 地方譲与税

（単位：百万円、％）

予算現額に

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 対する収入 収入率

済額の増減

平成１２年度 2,863 2,892 2,892 0 0 29 101.0

平成１１年度 3,617 3,567 3,567 0 0 △ 50 98.6

比 較 額 △ 754 △ 675 △ 675 0 0

増( )減 率 △ 20.8 △ 18.9 △ 18.9 － －△
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地方譲与税は、本来地方公共団体が収入すべきものを、主として課税技術上、国がいったん国

税として徴収し、一定の基準で地方公共団体に譲与する税の総称である。主なものは、地方道路

譲与税で、収入済額１９億余円となっている。

第３款 助成交付金

（単位：百万円、％）

予算現額に

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 対する収入 収入率

済額の増減

平成１２年度 19 18 18 0 0 △ 1 94.7

平成１１年度 19 17 17 0 0 △ 1 89.5

比 較 額 0 0 0 0 0

増( )減 率 0 0.0 0.0 － －△

助成交付金は、国有提供施設等所在市町村助成交付金（アメリカ合衆国軍隊や自衛隊が使用す

る国有施設の所在する市町村（特別区分）に対する交付金）を収入したものである。

第４款 地方特例交付金

（単位：百万円、％）

予算現額に

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 対する収入 収入率

済額の増減

平成１２年度 157,041 157,041 157,041 0 0 0 100

平成１１年度 35,603 34,437 34,437 0 0 △ 1,166 96.7

比 較 額 121,437 122,604 122,604 0 0

増( )減 率 341.1 356.0 356.0 － －△

地方特例交付金は、恒久的な減税に伴う地方税の減収の一部を補てんするため、平成１１年度

に創設され、国から交付されるもので、前年度に比べ１，２２６億余円（３５６．０％）の増と

なっている。この理由は、平年度化により減収見込額が増加したことによるものである。
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第５款 特別交付金

（単位：百万円、％）

予算現額に

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 対する収入 収入率

済額の増減

平成１２年度 4,936 4,174 4,174 0 0 △ 761 84.6

平成１１年度 4,762 4,744 4,744 0 0 △ 17 99.6

比 較 額 173 △ 569 △ 569 0 0

増( )減 率 3.6 △ 12.0 △ 12.0 － －△

特別交付金は、国に納付された交通反則金に係る収入を原資として、地方公共団体が行う道路

交通安全施設の設置及び管理に要する費用に充てるため、交通事故発生件数等を基準として国か

ら都道府県及び市町村に交付される交通安全対策特別交付金である。

第６款 分担金及負担金

（単位：百万円、％）

予算現額に

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 対する収入 収入率

済額の増減

平成１２年度 22,792 20,759 20,139 55 564 △ 2,653 88.4

平成１１年度 27,759 19,140 18,511 65 562 △ 9,247 66.7

比 較 額 △ 4,967 1,619 1,627 △ 10 2

増( )減 率 △ 17.9 8.5 8.8 △ 15.4 0.4△

分担金及負担金は、特定の事業の施行によって利益を受ける者から、受益の程度に応じて事業

に要する経費を収入するものである。

主なものは、土木費負担金（１４７億余円）であり、その主な内訳は、街路整備に伴う負担金

（７３億余円）及び首都高速道路関連街路整備に伴う負担金（４５億余円）である。

第７款 使用料及手数料

（単位：百万円、％）

予算現額に

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 対する収入 収入率

済額の増減

平成１２年度 182,577 186,305 179,835 341 6,129 △ 2,742 98.5

平成１１年度 219,100 206,486 199,696 254 6,535 △ 19,404 91.1

比 較 額 △ 36,523 △ 20,180 △ 19,860 86 △ 405

増( )減 率 △ 16.7 △ 9.8 △ 9.9 33.9 △ 6.2△



- 14 -

使用料及手数料は、公の施設の利用料等である使用料と特定の者に提供される行政サービスの

対価である手数料とを収入するもので、前年度に比べ１９８億余円（９．９％）の減となってい

る。この主な理由は、平成１２年４月清掃事業の一部が特別区に移管されたことに伴う廃棄物処

理手数料の減によるものである。

使用料及手数料のうち、使用料は予算現額１，４９０億余円に対し、収入済額１，４８８億余

円、収入率９９．９％であり、主な内訳は、住宅使用料（８０２億余円 、土木使用料（１９８）

億余円 、福祉使用料（１９３億余円）及び教育使用料（１６８億余円）である。）

また、手数料は予算現額３３５億余円に対し、収入済額３０９億余円、収入率９２．２％であ

り、主な内訳は、警察手数料（１８７億余円）及び環境手数料（５６億余円）である。

なお、収入未済額の主なものは、都営住宅等の住宅使用料（５５億余円）である。

第８款 国庫支出金

（単位：百万円、％）

予算現額に

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 対する収入 収入率

済額の増減

平成１２年度 571,275 514,854 514,854 0 0 △ 56,420 90.1

平成１１年度 609,064 559,530 559,530 0 0 △ 49,534 91.9

比 較 額 △ 37,789 △ 44,675 △ 44,675 0 0

増( )減 率 △ 6.2 △ 8.0 △ 8.0 － －△

国庫支出金は、国が事業の経費の全部又は一部を負担することとされている国庫負担金、国が

特定の事業を奨励するため、又は地方公共団体の財政上の特別な必要に基づき支出する国庫補助

金及び国からの委託事務に伴う委託金を収入するもので 前年度に比べ４４６億余円 ８ ０％、 （ ． ）

の減となっている。

国庫支出金のうち、国庫負担金は予算現額３，８１３億余円に対し、収入済額３，３１５億余

円、収入率８６．９％であり、主な内訳は、教育費国庫負担金（２，０３１億余円 、住宅費国）

庫負担金（４９０億余円 、土木費国庫負担金（３４０億余円）及び福祉費国庫負担金（３０５）

億余円）である。

次に、国庫補助金は予算現額１，６３９億余円に対し、収入済額１，６０５億余円、収入率９

７．９％であり、主な内訳は、土木費国庫補助金（４２２億余円 、福祉費国庫補助金（２６０）

億余円）及び住宅費国庫補助金（２３５億余円）である。

委託金は収入済額２２７億余円であり、主な内訳は、総務費委託金（１４５億余円 、労働経）

済費委託金（３５億余円）及び衛生費委託金（３１億余円）である。
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第９款 財産収入

（単位：百万円、％）

予算現額に

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 対する収入 収入率

済額の増減

平成１２年度 184,789 120,672 120,650 0 21 △ 64,138 65.3

平成１１年度 113,655 53,950 53,928 0 21 △ 59,726 47.4

比 較 額 71,133 66,721 66,721 0 0

増( )減 率 62.6 123.7 123.7 － 0.0△

財産収入は 都有財産の売払収入及び運用収入で 前年度に比べ６６７億余円 １２３ ７％、 、 （ ． ）

の増となっている。この主な理由は、財産売払収入のうち、土地の売払実績の増によるものであ

る。

財産収入のうち、財産売払収入は予算現額１，６５７億余円に対し、収入済額１，０１５億余

円、収入率６１．３％である。収入率が低調なのは、主として、土地売払収入において、当初売

却予定であった土地の一部について、売払予定者との調整に時間を要したため、結果として売却

が次年度となったことによるものである。

また、財産運用収入は収入済額１９０億余円であり、その内訳は、利子及配当金（１０９億余

円）及び財産貸付収入（８１億余円）である。

第１０款 寄附金

（単位：百万円、％）

予算現額に

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 対する収入 収入率

済額の増減

平成１２年度 196 202 202 0 0 5 103.1

平成１１年度 130 81 81 0 0 △ 48 62.3

比 較 額 66 120 120 0 0

増( )減 率 50.8 148.1 148.1 － －△

寄附金は、モニュメント建設事業・都立大学教育研究奨励事業などに寄せられたものである。
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第１１款 繰入金

（単位：百万円、％）

予算現額に

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 対する収入 収入率

済額の増減

平成１２年度 213,849 189,027 189,027 0 0 △ 24,822 88.4

平成１１年度 371,628 326,054 326,054 0 0 △ 45,573 87.7

比 較 額 △157,779 △137,027 △ 137,027 0 0

増( )減 率 △ 42.5 △ 42.0 △ 42.0 － －△

繰入金は、各種基金の取崩し分、公営企業会計からの職員共済組合等負担金、特別会計の土地

処分金等を一般会計に繰り入れるもので、前年度に比べ１，３７０億余円（４２．０％）の減と

なっている。この主な理由は、平成１１年度に中央卸売市場会計から借り入れた２，０００億円

が皆減となったことによるものである。

繰入金のうち、基金繰入金は予算現額１，７７１億余円に対し、収入済額１，５４１億余円、

収入率８７．０％であり、主な内訳は、土地開発基金繰入金（１，３４６億余円 、緊急地域雇）

用特別基金繰入金（７３億余円）及び区市町村振興基金繰入金（７１億余円）である。

公営企業会計繰入金は収入済額２０３億余円であり、主な内訳は、埋立事業会計繰入金（６７

億余円 、臨海副都心開発事業会計繰入金（５４億余円）及び病院会計繰入金（４８億余円）で）

ある。

特別会計繰入金は収入済額１４４億余円であり、主な内訳は、新住宅市街地開発事業会計繰入

金（４５億余円 、用地会計繰入金（３９億余円）及び都営住宅等保証金会計繰入金（２８億余）

円）である。

第１２款 諸収入

（単位：百万円、％）

予算現額に

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 対する収入 収入率

済額の増減

平成１２年度 559,719 574,295 559,710 664 13,933 △ 9 100.0

平成１１年度 475,008 490,965 475,802 1,551 13,620 794 100.2

比 較 額 84,710 83,329 83,907 △ 886 313

増( )減 率 17.8 17.0 17.6 △ 57.1 2.3△

諸収入は 各種の貸付金元利収入 宝くじの収益事業収入 その他の雑入等を収入したもので、 、 、 、

前年度に比べ８３９億余円（１７．６％）の増となっている。この主な理由は、東京都地下鉄建

設株式会社に対する貸付金の元金収入が増となったことによるものである。

諸収入の主な内訳は、貸付金元利収入（３，９０７億余円 、収益事業収入（６７４億余円））
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及び受託事業収入（５０４億余円）である。

なお、収入未済額の主なものは、都税の加算金（６３億余円）及び各種貸付金の元利収入（５

１億余円）である。

第１３款 都 債

（単位：百万円、％）

予算現額に

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 対する収入 収入率

済額の増減

平成１２年度 454,537 384,274 384,274 0 0 △ 70,262 84.5

平成１１年度 843,594 724,881 724,881 0 0 △ 118,712 85.9

比 較 額 △389,056 △340,606 △ 340,606 0 0

増( )減 率 △ 46.1 △ 47.0 △ 47.0 － －△

都債は、社会資本の整備や都市改造等の財政需要に応えていくための財源の一つとして発行し

たものである。

主なものは、街路整備費等に係る土木債（１，３５６億余円 、恒久的な減税に伴う減収額の）

一部を補てんするための減税補てん債（７５５億余円 、住宅建設費等に係る住宅債（５０５億）

余円）及び高速電車事業会計出資金等に係る総務債（３４１億余円）である。

第１４款 繰越金

（単位：百万円、％）

予算現額に

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 対する収入 収入率

済額の増減

平成１２年度 19,795 19,795 19,795 0 0 0 100

平成１１年度 13,388 13,388 13,388 0 0 0 100

比 較 額 6,407 6,407 6,407 0 0

増( )減 率 47.9 47.9 47.9 － －△
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イ 歳 出

第１款 議会費

（単位：百万円、％）

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率

平成１２年度 6,409 5,686 0 722 88.7

平成１１年度 6,924 5,971 0 952 86.2

比 較 額 △ 515 △ 284 0 △ 230

増( )減 率 △ 7.4 △ 4.8 － △ 24.2△

議会費は、都議会議員の報酬、議会局職員の給与、都議会の運営等に要する経費を支出したも

のである。

第２款 総務費

（単位：百万円、％）

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率

平成１２年度 233,447 218,954 92 14,400 93.8

平成１１年度 197,082 186,901 603 9,577 94.8

比 較 額 36,364 32,052 △ 511 4,823

増( )減 率 18.5 17.1 △ 84.7 50.4△

総務費は、区市町村行財政の振興経費、職員の退職手当及び年金、庁舎の維持管理経費、政策

報道室、総務局、財務局、出納長室、選挙管理委員会事務局、人事委員会事務局及び監査事務局

の管理運営等に要する経費を支出したもので、前年度に比べ３２０億余円（１７．１％）の増と

なっている。この主な理由は、区市町村行財政の振興経費の増によるものである。

総務費の主な内訳は、区市町村行財政の振興経費（７７４億余円 、職員の退職手当及び年金）

費（５８７億余円 、 総務局・財務局の管理運営経費である総務管理事務等経費（３３７億余）

円）である。

第３款 徴税費

（単位：百万円、％）

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率

平成１２年度 87,656 85,039 0 2,616 97.0

平成１１年度 95,927 90,551 0 5,375 94.4

比 較 額 △ 8,271 △ 5,512 0 △ 2,758

増( )減 率 △ 8.6 △ 6.1 － △ 51.3△

徴税費は 主税局における都税の賦課徴収及び滞納処分等に要する経費を支出したものである、 。



- 19 -

第４款 生活文化費

（単位：百万円、％）

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率

平成１２年度 19,665 17,771 0 1,893 90.4

平成１１年度 22,353 20,200 0 2,152 90.4

比 較 額 △ 2,688 △ 2,429 0 △ 258

増( )減 率 △ 12.0 △ 12.0 － △ 12.0△

生活文化費は、コミュニティ・文化施策の推進、国際交流事業の推進、女性・青少年施策、消

費生活対策等に要する経費を支出したもので、前年度に比べ２４億余円（１２．０％）の減とな

っている。この主な理由は、江戸東京博物館・写真美術館の運営費及び姉妹・友好都市交流事業

に要する支出が減となったことによるものである。

生活文化費の主な内訳は、江戸東京博物館等の運営、文化事業の推進、観光レクリエーション

行政等に係るコミュニティ文化費（６６億余円 、旅券発給事務等に係る国際費（１８億余円 、） ）

ウィメンズプラザの運営等に係る女性青少年費（１６億余円）及び消費者行政に係る消費生活対

策費（１３億余円）である。

第５款 都市計画費

（単位：百万円、％）

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率

平成１２年度 135,542 111,530 19,844 4,167 82.3

平成１１年度 241,461 229,363 0 12,097 95.0

比 較 額 △ 105,918 △ 117,832 19,844 △ 7,930

増( )減 率 △ 43.9 △ 51.4 － △ 65.6△

都市計画費は 都市計画等に関する各種事業に要する経費を支出したもので 前年度に比べ１、 、 ，

１７８億余円 ５１ ４％ の減となっている この主な理由は 都市高速鉄道建設助成のうち（ ． ） 。 、 、

東京都地下鉄建設株式会社への貸付金の減によるものである。

都市計画費の主な内訳は、首都高速道路公団への貸付け・出資、交通局・帝都高速度交通営団

への補助 首都圏新都市鉄道株式会社への貸付け等を行う都市交通施設等助成費 ８３８億余円、 （ ）

である。
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第６款 環境費

（単位：百万円、％）

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率

平成１２年度 30,367 27,287 0 3,079 89.9

平成１１年度 251,969 233,396 0 18,572 92.6

比 較 額 △ 221,602 △ 206,108 0 △ 15,493

増( )減 率 △ 87.9 △ 88.3 － △ 83.4△

（注）平成１１年度については、第６款環境保全費と第１１款清掃事業費の合算額である。

環境費は、各種環境保全対策事業、自然保護対策事業、廃棄物対策事業等に要する経費を支出

したもので 前年度に比べ２ ０６１億余円 ８８ ３％ の減となっている この主な理由は、 ， （ ． ） 。 、

平成１２年４月清掃事業の一部が特別区に移管されたことに伴い、ごみ収集等に要する経費が減

となったことによるものである。

環境費の主な内訳は 廃棄物の埋立処分 道路清掃作業等を行う廃棄物対策費 ８５億余円、 、 （ ）、

緑地保全策の推進等を行う自然保護対策費（３８億余円 、海面処分場の建設整備等を行う施設）

整備費 ２２億余円 及び自動車公害対策や環境監視対策等を行う大気汚染対策費 １２億余円（ ） （ ）

である。

第７款 福祉費

（単位：百万円、％）

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率

平成１２年度 555,744 520,699 3,438 31,606 93.7

平成１１年度 563,819 538,782 988 24,048 95.6

比 較 額 △ 8,074 △ 18,082 2,450 7,557

増( )減 率 △ 1.4 △ 3.4 248.0 31.4△

福祉費は、児童、母子及び心身障害者（児）に対する福祉の増進、国民健康保険の指導育成、

社会福祉施設の整備等に要する経費を支出したもので、前年度に比べ１８０億余円（３．４％）

の減となっている。減少の主な理由は、特別区国民健康保険事業に対する調整交付金が廃止とな

ったことによるものである。

福祉費の主な内訳は、老人医療費の助成や介護給付費負担金等の高齢福祉費（１，９２６億余

円 、児童扶養手当等の支給、保育事業等を行う子ども家庭福祉費（１，１３９億余円 、心身） ）

障害者（児）医療費の助成や心身障害者（児）福祉施設の運営等を行う心身障害者福祉費（８９

７億余円 及び老人福祉施設・介護老人保健施設の整備助成等を行う施設整備費 ４４３億余円） （ ）

である。
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第８款 労働経済費

（単位：百万円、％）

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率

平成１２年度 362,932 344,023 5,055 13,853 94.8

平成１１年度 428,079 400,878 260 26,941 93.6

比 較 額 △ 65,147 △ 56,854 4,794 △ 13,087

増( )減 率 △ 15.2 △ 14.2 － △ 48.6△

労働経済費は、雇用の安定、中小企業の振興及び農林水産業対策等に要する経費を支出したも

ので、前年度に比べ５６８億余円（１４．２％）の減となっている。この主な理由は、中小企業

制度融資貸付金及び東京信用保証協会への出えん金の減によるものである。

労働経済費の主な内訳は、中小企業制度融資等に係る商工業振興費（２，９３８億余円 、高）

年齢者・障害者等の就業促進対策や公共職業訓練事業等を行う労働費（２６４億余円）及び農林

水産費（１５７億余円）である。

第９款 住宅費

（単位：百万円、％）

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率

平成１２年度 299,115 234,855 47,752 16,507 78.5

平成１１年度 354,591 284,624 57,221 12,744 80.3

比 較 額 △ 55,475 △ 49,769 △ 9,469 3,762

増( )減 率 △ 15.6 △ 17.5 △ 16.5 29.5△

住宅費は、都営住宅・都民住宅等の建設・管理、住環境の整備、区市町村に対する助成、優良

民間賃貸住宅建設に対する利子補給、多摩ニュータウンに関連する公共施設の整備等に要する経

費を支出したもので、前年度に比べ４９７億余円（１７．５％）の減となっている。この主な理

由は、建設戸数の減によるものである。

住宅費の主な内訳は、公営住宅の建設等を行う住宅建設費（９８５億余円 、都民住宅の供給）

助成等を行う住宅助成費（６７４億余円）及び都営住宅等の管理運営・営繕等を行う住宅管理費

（４３９億余円）である。
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第１０款 衛生費

（単位：百万円、％）

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率

平成１２年度 147,905 134,774 0 13,130 91.1

平成１１年度 150,940 139,050 0 11,889 92.1

比 較 額 △ 3,034 △ 4,276 0 1,241

増( )減 率 △ 2.0 △ 3.1 － 10.4△

衛生費は、保健衛生事業に要する経費を支出したものである。

主なものは、精神保健福祉施策や特殊疾病対策等を行う医療福祉費（３６２億余円 、児童の）

保護委託、児童福祉施設の管理運営、老人保健事業等を行う健康推進費（３４９億余円）及び地

域医療対策、救急医療対策、看護職員の養成・定着対策等を行う医療対策費（３３３億余円）で

ある。

第１１款 土木費

（単位：百万円、％）

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率

平成１２年度 527,369 481,806 29,074 16,489 91.4

平成１１年度 567,750 531,021 22,336 14,392 93.5

比 較 額 △ 40,380 △ 49,215 6,738 2,096

増( )減 率 △ 7.1 △ 9.3 30.2 14.6△

土木費は、道路、橋りょう、河川、公園、都市改造事業等に要する経費を支出したもので、前

年度に比べ４９２億余円（９．３％）の減となっている。この主な理由は、都市計画街路の整備

に要する経費が減となったことによるものである。

土木費の主な内訳は 道路橋梁費 ２ ６５０億余円 区画整理事業等を行う都市改造費 ６、 （ ， ）、 （

９０億余円 、中小河川や高潮防御施設等の整備及び河川等の災害箇所の復旧等を行う河川海岸）

費（６８３億余円）である。

このうち、道路橋梁費の主な内訳は、都市計画街路の整備を行う街路整備費（１，３３７億余

円 、国が直轄施行する道路事業等に対する直轄事業負担金（３２８億余円 、道路整備費（１） ）

８０億余円 、道路補修費（１７４億余円）及び橋梁整備費（１７０億余円）である。）
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第１２款 港湾費

（単位：百万円、％）

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率

平成１２年度 109,778 88,426 17,315 4,035 80.5

平成１１年度 117,777 103,426 9,859 4,492 87.8

比 較 額 △ 7,999 △ 14,999 7,456 △ 456

増( )減 率 △ 6.8 △ 14.5 75.6 △ 10.2△

港湾費は、東京港、島しょ等の港湾・漁港・空港の建設整備、海岸保全施設・廃棄物処理場の

建設等に要する経費を支出したもので、前年度に比べ１４９億余円（１４．５％）の減となって

いる。この主な理由は、東京港の建設整備に要した経費が減となったことによるものである。

港湾費の主な内訳は 東京港整備費 ６７０億余円 及び島しょ等港湾整備費 ２０７億余円、 （ ） （ ）

である。

このうち、東京港整備費の主な内訳は、新海面処分場の建設整備を行う東京港廃棄物処理場建

設費（２６０億余円）及び東京港の臨海道路・海底トンネル等の建設整備を行う港湾整備費（２

３５億余円）である。

第１３款 教育費

（単位：百万円、％）

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率

平成１２年度 798,241 787,326 0 10,915 98.6

平成１１年度 836,195 822,711 0 13,484 98.4

比 較 額 △ 37,953 △ 35,384 0 △ 2,569

増( )減 率 △ 4.5 △ 4.3 － △ 19.1△

教育費は、小学校・中学校の教職員の給与等、高等学校・工業高等専門学校・盲ろう養護学校

の運営、都立学校等の整備、社会教育・芸術文化の振興、学校の保健・給食の運営等に要する経

費を支出したもので、前年度に比べ３５３億余円（４．３％）の減となっている。この主な理由

は、教職員の給与及び施設整備に要する経費が減となったことによるものである。

教育費の主な内訳は、都が負担する区市町村立小中学校の教職員の給与等に係る小中学校費

（４，５２９億余円 、都立学校の教職員の給与及び学校運営等に係る高等学校費（１，５４４）

億余円 ・盲ろう養護学校費（５５３億余円 、退職手当及年金費（４９０億余円 、教育管理費） ） ）

（２９７億余円 、都立学校等の整備を行う施設整備費（２５２億余円）及び社会教育施設の管）

理運営等を行う社会教育費（６８億余円）である。
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第１４款 学務費

（単位：百万円、％）

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率

平成１２年度 153,436 151,530 0 1,905 98.8

平成１１年度 160,923 157,920 0 3,002 98.1

比 較 額 △ 7,487 △ 6,390 0 △ 1,096

増( )減 率 △ 4.7 △ 4.0 － △ 36.5△

学務費は、私立学校の助成及び都立大学等の運営・整備等に係る経費を支出したものである。

主なものは、私立学校教育の振興を図るため、学校法人等に対し、経常費補助等各種の助成を

行う私立学校振興費（１，３２３余円）である。

また、大学等の管理運営・施設整備等に係る経費の内訳は、都立大学費（１４９億余円 、科）

学技術大学費（２０億余円）及び短期大学費（１４億余円）である。

第１５款 警察費

（単位：百万円、％）

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率

平成１２年度 608,363 600,483 0 7,879 98.7

平成１１年度 626,550 611,885 0 14,664 97.7

比 較 額 △ 18,187 △ 11,401 0 △ 6,785

増( )減 率 △ 2.9 △ 1.9 － △ 46.3△

警察費は、警察行政の運営、警察諸施設の整備等に要する経費を支出したもので、前年度に比

べ１１４億余円（１．９％）の減となっている。この主な理由は、警察職員の給与及び警察諸施

設の整備等に要する経費が減となったことによるものである。

警察費の主な内訳は、職員給与等の警察管理費（４，９４０億余円 、退職手当及年金費（４）

１３億余円）及び警察庁舎等の建設・改修・維持管理等を行う警察施設費（３６１億余円）であ

る。

第１６款 消防費

（単位：百万円、％）

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率

平成１２年度 242,270 239,109 0 3,160 98.7

平成１１年度 249,805 245,600 0 4,204 98.3

比 較 額 △ 7,535 △ 6,490 0 △ 1,044

増( )減 率 △ 3.0 △ 2.6 － △ 24.8△

消防費は、消防行政の運営、消防諸施設の整備等に要する経費を支出したものである。
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主なものは、職員給与等の消防管理費（１，９７３億余円 、退職手当及年金費（１７５億余）

円 、消防装備の整備や防災・救急救助・予防業務等を行う消防活動費（１２９億余円）及び消）

防庁舎等の建設・改修や消防水利の整備等を行う建設費（８７億余円）である。

第１７款 公債費

（単位：百万円、％）

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率

平成１２年度 611,966 608,364 0 3,601 99.4

平成１１年度 433,069 431,370 0 1,698 99.6

比 較 額 178,897 176,993 0 1,903

増( )減 率 41.3 41.0 － 112.1△

公債費は、一般会計における都債の元金償還、利子の支払、減債基金への積立て、発行・償還

手数料等に係る経費（公債費会計繰出金）及び特別会計等からの繰替運用の利子を支出したもの

で、前年度に比べ１，７６９億余円（４１．０％）の増となっている。

公債費の主なものは、公債費会計繰出金（６，０８２億余円）である。

第１８款 諸支出金

（単位：百万円、％）

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率

平成１２年度 1,707,805 1,692,522 0 15,283 99.1

平成１１年度 1,400,859 1,387,050 0 13,808 99.0

比 較 額 306,946 305,471 0 1,474

増( )減 率 21.9 22.0 － 10.7△

諸支出金は 他会計支出金 公有財産管理等に要する経費を支出したもので 前年度に比べ３、 、 、 ，

０５４億余円（２２．０％）の増となっている。この主な理由は、特別区財政調整会計繰出金及

び財政調整基金積立金が増となったことによるものである。

諸支出金の主な内訳は 他会計支出金 １兆１ ７１１億余円 及び諸費 ３ ４１７億余円、 （ ， ） （ ， ）

である。

このうち 他会計支出金は 特別会計繰出金 ８ ７００億余円 及び公営企業会計支出金 ３、 、 （ ， ） （ ，

０１１億余円）である。特別会計繰出金の主な内訳は、特別区財政調整会計繰出金（８，３０９

億余円）及び用地会計繰出金（３１７億余円）であり、公営企業会計支出金の主な内訳は、下水

道事業会計支出金（１，９４４億余円 、高速電車事業会計支出金（４６７億余円）及び病院会）

計支出金（４６３億余円）である。

諸費の主な内訳は、地方消費税交付金（１，５１６億余円 、利子割交付金（７６５億余円））

及び過誤納還付金（７０４億余円）である。
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第１９款 予備費

（単位：百万円、％）

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率

平成１２年度 4,550 0 0 4,550 0

平成１１年度 1,056 0 0 1,056 0

比 較 額 3,494 0 0 3,494

増( )減 率 330.9 － － 330.9△
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（２）特別会計について

（単位：百万円）

平成１２年度 平成１１年度 増（△）減

額 率（％）

歳入 収入済額 ３，５７３，８６３ ３，２０９，９４９ ３６３，９１４ １１．３（ ）

歳出 支出済額 ３，５５７，２１２ ３，１８１，３７１ ３７５，８４１ １１．８（ ）

差 引 １６，６５０ ２８，５７７ △ １１，９２７ △ ４１．７

都は、特定の事業を行うため、又は特定の歳入をもって特定の歳出に充てるため、一般会計と

は別に、特別区財政調整会計など１８特別会計を設置し、その経理の明確化を図っている。

また、予算・決算状況について見ると、表３のとおり、特別会計の合算額で、収入率９６．６

％、執行率９７．２％と、前年度実績（収入率、執行率ともに８８．８％）を上回っている。

会計別の執行状況は、次のとおりである。

ア 特別区財政調整会計（総務局所管）

（ア）歳 入

（ 、 ）単位：百万円 ％

予算現額に

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 対する収入 収入率

済額の増減

平成１２年度 830,939 830,938 830,938 0 0 0 100.0

平成１１年度 679,024 679,023 679,023 0 0 0 100.0

比 較 額 151,915 151,914 151,914 0 0

増( )減 率 22.4 22.4 22.4 － －△

（イ）歳 出

（単位：百万円、％）

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率

平成１２年度 830,939 830,938 0 0 100.0

平成１１年度 679,024 679,023 0 0 100.0

比 較 額 151,915 151,914 0 0

増( )減 率 22.4 22.4 － －△

この会計は、都と特別区及び特別区相互間の財政調整に関する収支を経理するものである。

財源として、都が課税する固定資産税・市町村民税法人分・特別土地保有税（調整三税）等

の５２％相当額（８，２８２億余円）など８，３０９億余円を一般会計から繰り入れ、特別区

に対し、普通交付金・特別交付金として８，３０９億余円を支出している。
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イ 地方消費税清算会計（主税局所管）

（ア）歳 入

（ 、 ）単位：百万円 ％

予算現額に

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 対する収入 収入率

済額の増減

平成１２年度 1,049,823 1,006,824 1,006,824 0 0 △ 42,998 95.9

平成１１年度 1,019,811 950,139 950,139 0 0 △ 69,671 93.2

比 較 額 30,012 56,684 56,684 0 0

増( )減 率 2.9 6.0 6.0 － －△

（イ）歳 出

（単位：百万円、％）

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率

平成１２年度 1,013,389 1,006,824 0 6,564 99.4

平成１１年度 990,365 945,257 0 45,107 95.4

比 較 額 23,024 61,567 0 △ 38,543

増( )減 率 2.3 6.5 － △ 85.4△

この会計は、各都道府県間において消費地と課税地を一致させるために行う地方消費税の清

算に関する収支を経理するものである。

国から払い込まれる清算前の地方消費税７，９４８億余円、各道府県から支払われる清算金

２，０７０億余円等を合わせた１兆６８億余円を収入し、各道府県に支払う清算金７，０１８

億余円、一般会計への繰出金３，０２０億余円等を支出している。

ウ 小笠原諸島生活再建資金会計（総務局所管）

（ア）歳 入

（ 、 ）単位：百万円 ％

予算現額に

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 対する収入 収入率

済額の増減

平成１２年度 181 497 421 0 75 240 232.6

平成１１年度 221 457 387 0 69 166 175.1

比 較 額 △ 40 39 33 0 5

増( )減 率 △ 18.1 8.5 8.5 － 7.2△
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（イ）歳 出

（単位：百万円、％）

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率

平成１２年度 181 38 0 142 21.0

平成１１年度 221 12 0 208 5.4

比 較 額 △ 40 26 0 △ 66

増( )減 率 △ 18.1 216.7 － △ 31.7△

この会計は、小笠原諸島帰島民等に対する生活再建資金貸付事業に関する収支を経理するも

のである。

財源は、前年度からの繰越金、貸付金の返還金等を合わせた４億２１百余万円であり、漁業

資金等の貸付けに要する経費として３８百余万円を支出している。

エ 母子福祉貸付資金会計（福祉局所管）

（ア）歳 入

（ 、 ）単位：百万円 ％

予算現額に

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 対する収入 収入率

済額の増減

平成１２年度 3,807 6,473 4,051 4 2,417 244 106.4

平成１１年度 3,908 6,532 3,958 0 2,573 50 101.3

比 較 額 △ 101 △ 58 93 4 △ 156

増( )減 率 △ 2.6 △ 0.9 2.3 － △ 6.1△

（イ）歳 出

（単位：百万円、％）

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率

平成１２年度 3,807 3,285 0 521 86.3

平成１１年度 3,908 3,084 0 823 78.9

比 較 額 △ 101 201 0 △ 302

増( )減 率 △ 2.6 6.5 － △ 36.7△

この会計は、母子家庭の経済的自立と生活意欲の助長及び扶養されている子どもの福祉の増

進を図ることを目的とする、母子福祉資金貸付事業に関する収支を経理するものである。

財源は、都債（国庫からの借入金 、貸付金の返還金、一般会計繰入金等を合わせた４０億）

余円であり、修学資金、就学支度資金等１３種類の貸付けに要する経費として３２億余円を支

出している。
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オ 心身障害者扶養年金会計（福祉局所管）

（ア）歳 入

（ 、 ）単位：百万円 ％

予算現額に

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 対する収入 収入率

済額の増減

平成１２年度 3,942 3,866 3,827 0 38 △ 114 97.1

平成１１年度 3,971 3,803 3,761 0 41 △ 209 94.7

比 較 額 △ 29 62 66 0 △ 3

増( )減 率 △ 0.7 1.6 1.8 － △ 7.3△

（イ）歳 出

（単位：百万円、％）

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率

平成１２年度 3,942 3,800 0 141 96.4

平成１１年度 3,971 3,739 0 231 94.2

比 較 額 △ 29 60 0 △ 89

増( )減 率 △ 0.7 1.6 － △ 38.5△

この会計は、保護者が死亡した場合等に心身障害者に年金を支給することを目的とする心身

障害者扶養年金制度における、掛金及び年金等の給付に関する収支を経理するものである。

財源は、年金加入者の掛金、心身障害者扶養年金基金からの繰入金等を合わせた３８億余円

であり、年金の給付等に要する経費として３８億余円を支出している。

カ 中小企業近代化資金助成会計（産業労働局所管）

（ア）歳 入

（ 、 ）単位：百万円 ％

予算現額に

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 対する収入 収入率

済額の増減

平成１２年度 17,746 19,029 18,055 0 974 309 101.7

平成１１年度 16,114 18,908 17,968 0 940 1,854 111.5

比 較 額 1,632 120 87 0 33

増( )減 率 10.1 0.6 0.5 － 3.5△



- 31 -

（イ）歳 出

（単位：百万円、％）

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率

平成１２年度 17,746 13,324 0 4,421 75.1

平成１１年度 16,114 13,711 0 2,402 85.1

比 較 額 1,632 △ 386 0 2,018

増( )減 率 10.1 △ 2.8 － 84.0△

この会計は、小規模企業者等の創業支援及び経営基盤の強化を図ることなどを目的とする、

小規模事業者等への設備導入資金の貸付事業等に関する収支を経理するものである。

財源は、貸付金の返還金、前年度からの繰越金、都債（中小企業総合事業団法に基づく中小

企業総合事業団からの借入金）等を合わせた１８０億余円であり、小規模企業者等設備導入資

金等の貸付け及び借入金の返還に要する経費として１３３億余円を支出している。

キ 農業改良資金助成会計（産業労働局所管）

（ア）歳 入

（ 、 ）単位：百万円 ％

予算現額に

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 対する収入 収入率

済額の増減

平成１２年度 185 118 112 0 5 △ 72 60.5

平成１１年度 197 148 143 0 4 △ 53 72.6

比 較 額 △ 12 △ 30 △ 31 0 1

増( )減 率 △ 6.1 △ 20.3 △ 21.7 － 25.0△

（イ）歳 出

（単位：百万円、％）

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率

平成１２年度 185 104 0 80 56.2

平成１１年度 197 143 0 53 72.6

比 較 額 △ 12 △ 38 0 26

増( )減 率 △ 6.1 △ 26.6 － 49.1△

この会計は、農業者等に対して必要な資金を貸し付け、農業経営の安定と農業生産力の向上

を図ることを目的とする、農業改良資金貸付事業に関する収支を経理するものである。

財源は、貸付金の返還金、前年度からの繰越金、都債（農業改良資金助成法に基づく国庫か

らの借入金）等を合わせた１億１２百余万円であり、生産方式改善資金等の貸付け及び借入金

の返還に要する経費として１億４百余万円を支出している。
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ク 林業改善資金助成会計（産業労働局所管）

（ア）歳 入

（ 、 ）単位：百万円 ％

予算現額に

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 対する収入 収入率

済額の増減

平成１２年度 38 82 75 0 6 37 197.4

平成１１年度 38 78 71 0 7 33 186.8

比 較 額 0 3 4 0 0

増( )減 率 0 3.8 5.6 － △ 0.0△

（イ）歳 出

（単位：百万円、％）

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率

平成１２年度 38 14 0 23 36.8

平成１１年度 38 12 0 25 31.6

比 較 額 0 1 0 △ 1

増( )減 率 0 8.3 － △ 4.0△

この会計は、林業従事者等に対して必要な資金を貸し付け、林業経営の改善、労働災害の防

止、林業後継者の育成確保等を図ることを目的とする、林業改善資金貸付事業等に関する収支

を経理するものである。

財源は、前年度からの繰越金、貸付金の返還金等を合わせた７５百余万円であり、林業生産

高度化資金等の貸付けに要する経費として１４百余万円を支出している。

ケ 沿岸漁業改善資金助成会計（産業労働局所管）

（ア）歳 入

（ 、 ）単位：百万円 ％

予算現額に

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 対する収入 収入率

済額の増減

平成１２年度 51 52 52 0 0 1 102.0

平成１１年度 51 53 53 0 0 2 103.9

比 較 額 0 △ 0 △ 0 0 0

増( )減 率 0 △ 0.0 △ 0.0 － －△
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（イ）歳 出

（単位：百万円、％）

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率

平成１２年度 51 40 0 10 78.4

平成１１年度 51 40 0 10 78.4

比 較 額 0 △ 0 0 0

増( )減 率 0 △ 0.0 － 0.0△

この会計は、沿岸漁業従事者等に対して必要な資金を貸し付け、漁業経営の安定と漁業生産

力の向上を図ることを目的とする、沿岸漁業改善資金貸付事業に関する収支を経理するもので

ある。

財源は、貸付金の返還金など５２百余万円であり、経営等改善資金等の貸付けに要する経費

として４０百余万円を支出している。

コ と場会計（中央卸売市場所管）

（ア）歳 入

（ 、 ）単位：百万円 ％

予算現額に

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 対する収入 収入率

済額の増減

平成１２年度 6,344 5,972 5,972 0 0 △ 371 94.1

平成１１年度 6,077 5,617 5,617 0 0 △ 459 92.4

比 較 額 267 355 355 0 0

増( )減 率 4.4 6.3 6.3 － －△

（イ）歳 出

（単位：百万円、％）

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率

平成１２年度 6,344 5,972 0 371 94.1

平成１１年度 6,077 5,558 59 459 91.5

比 較 額 267 414 △ 59 △ 88

増( )減 率 4.4 7.4 △ 100 △ 19.2△

この会計は、都民に対する生鮮食肉の供給を確保するため、と場事業に関する収支を経理す

るものである。

財源は、一般会計からの繰入金、と畜使用料、施設整備費に対する都債（と場債）等を合わ

せた５９億余円であり、と場事業の管理運営に要する人件費、芝浦と場施設の維持管理・と畜

解体作業に要する経費、と場施設の整備に要する経費等として５９億余円を支出している。
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サ 都営住宅等保証金会計（住宅局所管）

（ア）歳 入

（ 、 ）単位：百万円 ％

予算現額に

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 対する収入 収入率

済額の増減

平成１２年度 4,072 4,339 4,339 0 0 267 106.6

平成１１年度 4,485 4,295 4,292 0 3 △ 192 95.7

比 較 額 △ 413 43 47 0 △ 3

増( )減 率 △ 9.2 1.0 1.1 － △ 100△

（イ）歳 出

（単位：百万円、％）

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率

平成１２年度 3,485 3,298 0 186 94.6

平成１１年度 3,560 3,421 0 138 96.1

比 較 額 △ 75 △ 122 0 47

増( )減 率 △ 2.1 △ 3.6 － 34.1△

この会計は、都営住宅及び特定公共賃貸住宅等の保証金（敷金）に関する収支を経理するも

のである。

財源は、地域開発整備資金返還金繰入金、都営住宅保証金等を合わせた４３億余円であり、

一般会計繰出金（既設都営住宅団地環境整備及び地域開発整備に要する経費）及び住宅退去者

への保証金返還金として３２億余円を支出している。

シ 都市開発資金会計（都市計画局所管）

（ア）歳 入

（ 、 ）単位：百万円 ％

予算現額に

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 対する収入 収入率

済額の増減

平成１２年度 10,241 9,773 9,773 0 0 △ 467 95.4

平成１１年度 22,436 21,050 21,050 0 0 △ 1,385 93.8

比 較 額 △ 12,195 △ 11,277 △ 11,277 0 0

増( )減 率 △ 54.4 △ 53.6 △ 53.6 － －△
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（イ）歳 出

（単位：百万円、％）

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率

平成１２年度 10,241 9,771 0 469 95.4

平成１１年度 22,436 19,654 0 2,781 87.6

比 較 額 △ 12,195 △ 9,883 0 △ 2,311

増( )減 率 △ 54.4 △ 50.3 － △ 83.1△

この会計は、既成市街地の計画的な整備改善を図るため、国から資金を借り受けて行う都市

施設用地の先行取得事業に関する収支を経理するものである。

財源は、一般会計からの繰入金（都市施設用地の買収に要した経費の借入金に係る償還のた

めの元金・利子 、用地の売払代金等を合わせた９７億余円であり、用地の買収、一般会計へ）

の繰出金（先行取得した用地に係る売払代金等）等に要する経費として９７億余円を支出して

いる。

ス 用地会計（財務局所管）

（ア）歳 入

（ 、 ）単位：百万円 ％

予算現額に

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 対する収入 収入率

済額の増減

平成１２年度 175,564 116,101 116,101 0 0 △ 59,463 66.1

平成１１年度 385,184 119,084 119,084 0 0 △ 266,099 30.9

比 較 額 △209,619 △ 2,983 △ 2,983 0 0

増( )減 率 △ 54.4 △ 2.5 △ 2.5 － －△

（イ）歳 出

（単位：百万円、％）

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率

平成１２年度 175,564 108,292 2,943 64,328 61.7

平成１１年度 385,184 115,782 1,498 267,903 30.1

比 較 額 △ 209,619 △ 7,489 1,444 △ 203,574

増( )減 率 △ 54.4 △ 6.5 96.4 △ 76.0△

この会計は、事務事業の円滑な推進を図るために行う、河川、道路、公園等の用地の先行取

得に関する収支を経理するものである。

財源は、財産売払収入（事業局へ引き継いだ用地の引取経費及び償還金 、都債（公共用地）
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先行取得債 等を合わせた１ １６１億余円であり 用地買収 １０万７ ８４５ ５８ｍ） ， 、 （ ， ． ）２

及び都債の償還等に要する経費として１，０８２億余円を支出している。

セ 公債費会計（財務局所管）

（ア）歳 入

（ 、 ）単位：百万円 ％

予算現額に

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 対する収入 収入率

済額の増減

平成１２年度 1,482,217 1,471,414 1,471,414 0 0 △ 10,802 99.3

平成１１年度 1,339,054 1,298,276 1,298,276 0 0 △ 40,777 97.0

比 較 額 143,163 173,138 173,138 0 0

増( )減 率 10.7 13.3 13.3 － －△

（イ）歳 出

（単位：百万円、％）

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率

平成１２年度 1,482,217 1,471,414 0 10,802 99.3

平成１１年度 1,339,054 1,298,276 0 40,777 97.0

比 較 額 143,163 173,138 0 △ 29,974

増( )減 率 10.7 13.3 － △ 73.5△

この会計は、一般会計、特別会計及び公営企業会計の公債費を明確にするために都債の発行

・償還に係る収支を一括計上し、経理するものである。

財源は、各会計からの繰入金等１兆４，７１４億余円であり、各会計における都債の元利償

還等に要する経費として同額を支出している。
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ソ 新住宅市街地開発事業会計（多摩都市整備本部所管）

（ア）歳 入

（ 、 ）単位：百万円 ％

予算現額に

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 対する収入 収入率

済額の増減

平成１２年度 38,935 38,150 34,318 1 3,830 △ 4,616 88.1

平成１１年度 37,793 32,358 32,138 1 218 △ 5,654 85.0

比 較 額 1,141 5,791 2,179 0 3,612

増( )減 率 3.0 17.9 6.8 0.0 －△

（イ）歳 出

（単位：百万円、％）

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率

平成１２年度 38,935 33,866 75 4,992 87.0

平成１１年度 37,793 28,889 137 8,766 76.4

比 較 額 1,141 4,977 △ 61 △ 3,773

増( )減 率 3.0 17.2 △ 44.5 △ 43.0△

この会計は、多摩ニュータウン区域における宅地、公共施設等の供給を行う新住宅市街地開

発事業に関する収支を経理するものである。

財源は、都債、事業用地の財産売払収入等を合わせた３４３億余円であり、宅地造成、公園

緑地整備、公共施設整備、都債の償還等に要する経費として３３８億余円を支出している。

タ 相原小山開発事業会計（多摩都市整備本部所管）

（ア）歳 入

（ 、 ）単位：百万円 ％

予算現額に

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 対する収入 収入率

済額の増減

平成１２年度 11,737 10,083 10,083 0 0 △ 1,653 85.9

平成１１年度 21,512 7,504 7,504 0 0 △ 14,007 34.9

比 較 額 △ 9,775 2,578 2,578 0 0

増( )減 率 △ 45.4 34.4 34.4 － －△
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（イ）歳 出

（単位：百万円、％）

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率

平成１２年度 11,737 10,040 42 1,654 85.5

平成１１年度 21,512 7,306 139 14,066 34.0

比 較 額 △ 9,775 2,734 △ 97 △ 12,412

増( )減 率 △ 45.4 37.4 △ 69.8 △ 88.2△

この会計は、相原小山地区（町田市）における土地区画整理事業に関する収支を経理するも

のである。

財源は、保留地等の財産売払収入、都債等を合わせた１００億余円であり、都債の償還に係

る経費、土地区画整理事業に係る経費（整地・粗造成工事費）等として１００億余円を支出し

ている。

チ 市街地再開発事業会計（建設局所管）

（ア）歳 入

（ 、 ）単位：百万円 ％

予算現額に

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入対する 収入率

済額の増減

平成１２年度 56,794 53,922 53,429 0 493 △ 3,364 94.1

平成１１年度 63,054 53,929 53,446 0 483 △ 9,608 84.8

比 較 額 △ 6,260 △ 6 △ 16 △ 0 10

増( )減 率 △ 9.9 △ 0.0 △ 0.0 － 2.1△

（イ）歳 出

（単位：百万円、％）

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率

平成１２年度 56,794 52,416 630 3,747 92.3

平成１１年度 63,054 51,568 891 10,594 81.8

比 較 額 △ 6,260 848 △ 261 △ 6,846

増( )減 率 △ 9.9 1.6 △ 29.3 △ 64.6△

この会計は、既成市街地を再開発し、生活環境の改善と都市の防災機能の強化を図り、併せ

て土地の高度利用を促すための市街地再開発事業に関する収支を経理するものである。

財源は、都債、市街地再開発事業に充当する一般会計繰入金、不動産売払収入（特定施設建

築物の敷地及び保留床の分譲代金収入）等を合わせた５３４億余円であり、亀戸・大島・小松
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川地区、白鬚西地区等の市街地再開発事業費、都債の償還に要する経費等として５２４億余円

を支出している。

ツ 臨海都市基盤整備事業会計（建設局所管）

（ア）歳 入

（ 、 ）単位：百万円 ％

予算現額に

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 対する収入 収入率

済額の増減

平成１２年度 5,895 4,071 4,070 0 0 △ 1,824 69.0

平成１１年度 2,743 1,492 1,492 0 0 △ 1,250 54.4

比 較 額 3,152 2,579 2,578 0 0

増( )減 率 114.9 172.9 172.8 － －△

（イ）歳 出

（単位：百万円、％）

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率

平成１２年度 5,895 3,768 391 1,735 63.9

平成１１年度 2,743 1,492 0 1,250 54.4

比 較 額 3,152 2,275 391 485

増( )減 率 114.9 152.5 － 38.8△

この会計は、臨海副都心の開発整備に必要な都心部と副都心部を結ぶ広域幹線道路等の整備

を行い、併せて晴海、豊洲、有明北地区の開発整備を土地区画整理事業で行う臨海都市基盤整

備事業に関する収支を経理するものである。

財源は、都債、臨海副都心開発事業会計からの繰入金等を合わせた４０億余円であり、臨海

都市基盤整備事業に要する経費等として３７億余円を支出している。
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３ 資金収支及び資金運用状況について

平成１２年度における出納長所属各会計の収支実績及び資金運用の状況は、表５のとおり、収支

実績は、収入総額９兆９，９５４億余円に対し、支出総額は９兆９，０７４億余円で、差引き８８

０億余円（一般会計７１４億余円、特別会計１６６億余円）の収入超過となっている。

資金収支状況について見ると、例年どおり、４月と５月は、都税収入がほとんどない一方で、中

小企業制度融資等の貸付け及び各種義務的経費の支出が集中し、大幅な支出超過となった。このた

め基金等からの繰替運用によりこれを補てんしている。

６月には法人二税、７月には、固定資産税・都市計画税の第１期分及び地方消費税清算会計への

払込収入があり、資金が大幅に増加した。８月は利子割交付金などの税連動経費を区市町村へ交付

したことにより、単月では大幅な支出超過となったが、４月からの累計収支は収入超過であった。

９月以降は、単月では支出超過となる月があったものの、固定資産税・都市計画税及び法人二税

等の収入により、累計収支では、各月とも常に収入超過を維持できた。

以上のとおり、年度当初は、厳しい資金状況にあったが、以降は、法人二税を中心に都税収入の

大幅な伸びがあったため、形式収支は収入超過となっている。

次に、資金は主に、短期の大口定期預金により運用されており、利子収入について見ると、年度

推移は表６のとおりであり、当年度分は、１２億４２百万円で、前年度と比べて１１億４８百万円

の増となっている。これは、歳計現金の運用残高が増加したこと及びゼロ金利政策解除に伴い預金

利率が上昇したことによるものである。

また、資金不足に対応する繰替運用（一時繰替借）に伴う支払利子は、９８百万円であり、前年

度と比べて、２億８０百万円の減となっている。これは、歳計現金の一時繰替借が年度当初の短期

間であったこと及び繰替元本の減によるものである。

今後ペイオフの一部実施が平成１４年４月と目前に迫るなど、金融情勢は厳しい状況にあること

から、資金運用について慎重かつ従来の枠にとらわれることのない柔軟な運用が望まれる。
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平 成 １２ 年 度 出 納 長 所 属 各 会 計

(表５)

平成１２年

区 分 ４ 月 ５ ６ ７ ８ ９ １０

収 入 344,036 552,230 1,278,897 1,042,688 432,461 759,943 682,993

一 般 会 計 83,176 359,995 1,111,315 589,503 223,085 498,828 444,378

特 別 会 計 260,860 192,235 167,582 453,185 209,376 261,115 238,615

支 出 543,189 703,921 697,861 434,719 905,726 832,132 455,668

一 般 会 計 431,186 382,215 530,696 302,821 460,820 468,374 316,670

特 別 会 計 112,003 321,706 167,165 131,898 444,906 363,758 138,998

収 支 差 引 △199,153 △151,691 581,036 607,969 △473,265 △ 72,189 227,325

累計収支差引

( A ) △199,153 △350,844 230,192 838,161 364,896 292,707 520,032

一時借入金残高

( B ) 0 0 0 0 0 0 0

一時繰替借残高

( C ) 307,500 430,000 27,000 0 20,000 20,000 20,000

一時繰替貸残高

( D ) 101,000 0 0 0 0 0 0

翌年度繰越額

( E ) 0 0 0 0 0 0 0

当年度資金残高

( F=A+B+C-D-E ) 7,347 79,156 257,192 838,161 384,896 312,707 540,032

前年度・翌年度 (平成１１年度分)

資 金 残 高 ( G ) 40,184 67,342 0 0 0 0 0

資 金 残 高

( F+G ) 47,531 146,498 257,192 838,161 384,896 312,707 540,032

（注） 各会計の計数は端数四捨五入のため、他のページの該当する数値と一致しないことがある。
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収 支 実 績 及 び 資 金 運 用 状 況

（単位：百万円）

平成１３年

１１ １２ １ 月 ２ ３ ４ ５ 計

438,863 915,452 720,969 425,205 1,759,742 248,676 393,308 9,995,463

261,848 694,568 416,590 215,918 1,219,469 212,374 90,552 6,421,599

177,015 220,884 304,379 209,287 540,273 36,302 302,756 3,573,864

582,990 903,208 460,794 603,113 1,530,855 348,530 904,701 9,907,407

350,315 659,343 315,695 292,770 937,294 300,222 601,773 6,350,194

232,675 243,865 145,099 310,343 593,561 48,308 302,928 3,557,213

△144,127 12,244 260,175 △177,908 228,887 △ 99,854 △511,393 88,056

375,905 388,149 648,324 470,416 699,303 599,449 88,056

0 0 0 0 0 0 0

5,000 95,000 0 14,000 0 0 0

0 0 0 0 0 300,000 0

0 0 0 0 0 0 88,056

380,905 483,149 648,324 484,416 699,303 299,449 0

(平成１３年度分)

0 0 0 0 0 219,741

380,905 483,149 648,324 484,416 699,303 519,190
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利 子 収 入 及 び 支 払 利 子 推 移 表

(表６) （単位：百万円）

区 分 平成８年度 平成９年度 平成10年度 平成11年度 平成12年度

利 子 収 入 1,237 1,309 873 94 1,242

一 般 会 計 1,174 1,239 803 75 1,224

特 別 会 計 63 69 69 19 18

一時借入金等支払利子

（一般会計） 483 343 398 378 98

(注) 一時借入金等支払利子は、基金等からの一時繰替借に係るものである。



- 45 -

４ 財産管理の状況について

都有財産は、公有財産、物品、債権及び基金に大別され、財産に関する調書の決算年度末（平成

１２．３．３１）現在高及びその内訳は、表７から表１０までのとおりである。

公 有 財 産
(表７)

分 類 区 分 平成１２年度末現在高 平成１１年度末残高 増（△）減

土地及び建物 土 地 85,655,928.94 ｍ 87,634,112.32 ｍ △ 1,978,183.38 ｍ２ ２ ２

建 物 26,496,824.51 ｍ 27,222,402.68 ｍ △ 725,578.17 ｍ２ ２ ２

山 林 面 積 23,864,866.93 ｍ 22,493,272.39 ｍ 1,371,594.54 ｍ２ ２ ２

立 木 391,649.86 ｍ 359,242.86 ｍ 32,407.00 ｍ３ ３ ３

動 産 船 舶 35 隻 40 隻 △ 5 隻

7,377.44 総トン 9,299.46 総トン △ 1,922.02 総トン

浮 標 29 個 29 個 0 個

浮 桟 橋 594 個 595 個 △ 1 個

浮 ド ッ ク 3 個 3 個 0 個

航 空 機 13 機 13 機 0 機

物 権 地 上 権 21,499,305.59 ｍ 21,510,487.08 ｍ △ 11,181.49 ｍ２ ２ ２

地 役 権 3,661.74 ｍ 3,661.74 ｍ 0.00 ｍ２ ２ ２

鉱 業 権 14,067,200.00 ｍ 14,067,200.00 ｍ 0.00 ｍ２ ２ ２

計 35,570,167.33 ｍ 35,581,348.82 ｍ △ 11,181.49 ｍ２ ２ ２

無 体 財 産 権 特 許 権 54 件 46 件 8 件

著 作 権 121 件 111 件 10 件

商 標 権 38 件 38 件 0 件

実 用 新 案 権 15 件 26 件 △ 11 件

意 匠 権 3 件 3 件 0 件

その他これらに準ずる権利 63 件 17 件 46 件

計 294 件 241 件 53 件

有 価 証 券 株 券 138,418,245,380 円 133,564,945,380 円 4,853,300,000 円

出 資 証 券 27,065,681,500 円 27,065,681,500 円 0 円

計 165,483,926,880 円 160,630,626,880 円 4,853,300,000 円

出資による権利 出資金及び出えん金 251,412,276,200 円 212,160,477,200 円 39,251,799,000 円

不動産の信託 賃 貸 型 土 地 信 託 3 件 3 件 0 件

の 受 益 権 1 件 1 件 0 件賃貸及び分譲型土地信託

計 4 件 4 件 0 件

（注）1 山林の面積は、土地及び地上権の面積に含まれている。

2 船舶は総トン数２０トン以上のものである。



- 46 -

主 な 増 減 説 明

・ 土地の減少は、主に、保健保安林整備事業用地が１３７万９，４５５．４７ｍ 増加したものの、２

港湾事業会計へ所管替えした用地が２４４万２，２２３．４２ｍ 、特別区へ移管された清掃事務所２

等の施設用地が８４万７，３５６．４４ｍ 、それぞれ減少したことによるものである。２

・ 建物の減少は、主に、都営住宅が３０万７，０１８．２６ｍ 増加したものの、特別区へ移管され２

た清掃事務所等の施設が７６万５ ３２５ ２３ｍ 港湾事業会計へ所管替えした施設が３０万７， ． 、 ，２

１７１．８８ｍ 、それぞれ減少したことによるものである。２

・ 有価証券の増加は 主に 東京鉄道立体整備株式会社の株券が３億５ ５００万円減少したものの、 、 ， 、

東京臨海高速鉄道株式会社の株券が５０億２，８３０万円増加したことによるものである。

・ 出資による権利の増加は、主に、東京信用保証協会出えん金が２７４億５，４６３万余円、首都高

速道路公団出資金が１１２億６，７００万円増加したことによるものである。

物 品

(表８)

平成１２年度末現在高 平成１１年度末残高 増（△）減

４２,９８３ 点 ４４，９３５ 点 △ １，９５２ 点

（注）1 取得価格１００万円以上のものである。

2 総トン数２０トン未満の船舶を含む。

主 な 増 減 説 明

・ 物品の減少は、主に、警視庁の集中監視装置などが３６０点増加したものの、清掃事業区移管に伴

い清掃車両などが２，２４８点減少したことによるものである。

債 権

(表９)

平成１２年度末現在高 平成１１年度末残高 増（△）減

1,708,934,186,240 円 1,799,815,600,520 円 △ 90,881,414,280 円

主 な 増 減 説 明

・ 債権の減少は、主に、東京都地下鉄建設株式会社貸付金が８９９億７，３３６万余円減少したこと

によるものである。



- 47 -

基 金

(表１０)

平成１２年度末現在高 平成１１年度末残高 増（△）減

1,001,984,985,220 円 1,114,734,467,475 円 △ 112,749,482,255 円

主 な 増 減 説 明

・ 基金の減少は、主に、減債基金が１，３８７億３，６２９万余円増加したものの、土地開発基金が

２，４００億円、社会資本等整備基金が１５７億７，２３９万余円、それぞれ減少したことによるも

のである。
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５ 事業執行等に関する意見について

（１）全体意見

ア 財政状況について

平成１２年度の決算は、平成１１年７月に策定された「財政再建推進プラン」に基づき、歳

入歳出両面にわたる見直しを行うとともに、なお生じる財源不足額については、職員給与の臨

時的削減、土地開発基金の廃止に伴う保有現金の繰入れ等の財源対策を講じるなど、その圧縮

を図る一方で、ＩＴ関連業種をはじめとした企業収益が改善したことなどにより法人二税が増

収となったこともあり、形式収支から翌年度に繰り越すべき財源を差し引いた実質収支は、一

般会計で１９０億余円の黒字となっている。

しかしながら 「平成１２年度東京都普通会計決算について」によれば、普通会計決算にお、

ける実質収支は、公営企業会計への支出の一部を翌年度に繰り延べざるを得なかったことによ

り、６７８億円の赤字となるとされている。

こうした中、平成１３年７月に発表された「 財政再建推進プラン」今後の取組の方向」で「

は、財政再建途半ばである現状のまま推移すれば、今後も毎年度２，０００～３，０００億円

程度の財源不足が見込まれるとしている。

一方、都は、新たな世紀を迎え、首都東京の再生、震災等災害に強い計画的都市づくり、医

療・福祉改革、安全で健康に生活できる都市環境の確保など多くの直面した課題に対し、柔軟

かつ的確に対応していくこととしている。

そのためには、この先見込まれる財源不足を解消し、強固で弾力的な財政体質を確立してい

くことが急務であり、スクラップ・アンド・ビルドによる新たな施策の展開、内部努力のさら

なる徹底、新規財源の確保など財政構造改革を不断に推進し、自主的な財政再建を成し遂げる

よう今後ともより一層の努力が望まれる。

イ 事業執行について

今年度の決算審査では、１５局が計上している分担金及負担金、使用料及手数料、財産収入

及び諸収入の収入未済（合計額２０６億５０百余万円）の一部に、償還期限・納入期限から長

期間経過しているもの、未納者の状況の把握がなされていないものなど、歳入確保の努力が不

十分な事例が見受けられた。

各局は、都財政の現状を十分に認識し、負担の公平性の観点から、未納者等への適切な措置

を講ずるなど、都民の信頼をより高めていくために、収入未済額の縮減に向け、なお一層努力

する必要がある。

また 第２ 審査の結果 のとおり 公有財産 土地・建物等 等の登載漏れ・過大登載、〔 〕 、 （ ） 、

債権の計上漏れ・過大計上など、財産管理に適正を欠くものが多くの局で認められたところで

ある。

都の財産は、都民からの付託を受けて管理する都民全体の財産であることから、管理に携わ

る職員の意識向上、チェック体制の確立を図るなど、財産管理のより適切な執行が望まれる。
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（２）局別意見

平成１２年度出納長所属各会計決算審査に当たり、予算の執行状況等について審査した結果、

全体としては良好と認められたが 〔第４ 局別事項〕でそれぞれ意見を付したとおりであり、、

以下、その概要について述べる。

《 総 務 局 》

ア 貸付原資と運用額との相違について、正確な数値の把握に努めるべきもの

小笠原諸島生活再建資金会計は、小笠原諸島への帰島民に対する生活再建資金の貸付事業に

関する収支を経理する特別会計である。

同貸付事業は、貸付原資と運用された貸付金等の運用額とが同一金額になるものであるが、

貸付原資と運用額について見たところ、相違が認められた。

局は、この原因を調査し、正確な数値の把握に努められたい。

《 主 税 局 》

ア 歳入において適切な予算計上を行うべきもの

歳入について、あらかじめ収入見込額を算定できる状況であったにもかかわらず、これに基

づいた予算計上を行わなかった結果、収入済額が予算現額と大幅に乖離しているものが、次の

とおり認められた。

局は、適切な予算計上を行うよう努められたい。

（ア） 局は、税の滞納処分として、不動産等の差押えを行い、差押物件を公売に付し税に充当

している。

公売に際しては 土地等の差押物件の評価鑑定等を行っており 役務費で支出している、 、 。

一方、差押物件が公売により売却された場合は、上記鑑定料等を売却代金の中から滞納

処分費として徴収している。

滞納処分費の収入済額は役務費の支出額に相当するものであるが、歳入予算現額と歳出

予算現額とに乖離があり、また、歳入においては収入済額が予算現額に対し大幅な増とな

っている。

（イ） 地方消費税清算会計の都預金利子は、予算現額１億円に対し、収入済額１８２万余円、

収入率１．８％と予算現額を大幅に下回っている。

これは、局が地方消費税の年間予定収入額（１兆円）に預金利率（年間想定預金利率）

０．０１％を乗じた額を予算計上しているため、予算現額が過大となったものである。
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《 福 祉 局 》

ア 東京都母子福祉資金貸付金の未収金の回収に努めるべきもの

局は児童を扶養している配偶者のいない女子に対して、東京都母子福祉資金貸付金の貸付事

業（以下「貸付金」という ）を、区市に委任して行っている。。

当該貸付金に係る平成１２年度末現在の貸付金償還状況について見ると、収入未済額が２４

億１，７０３万余円と多額に発生しており、現年度及び過年度分とも毎年度増加していること

が認められる。

局は、未納者に対する速やかな督促の送達、連帯借受人及び連帯保証人に対する納入通知な

ど、区市に対する指導、助言を積極的に行い、未収金の回収に特段の努力が望まれる。

《 衛 生 局 》

ア 債権管理の改善に努めるべきもの

局が行っている看護婦等修学資金貸与金及び看護婦二年課程定時制学生生計資金貸付金の債

権管理においては、毎年度、年度末残高が誤ったものとなっている。

局は、債権管理の正しい事務処理マニュアルを作成するなどの事務改善に努めるとともに、

電算システムを有効に活用し、債権残高の把握を適正に行われたい。

《 建 設 局 》

ア 区部４霊園の適切な管理について検討すべきもの

局が行っている霊園事業のうち、区部４霊園（青山霊園・谷中霊園・雑司ヶ谷霊園・染井霊

園）については、将来都市公園化を図る計画がなされていることから、空き墓所となった所に

ついての再貸付が行われておらず、その数は、平成１２年度末現在で３，２８７箇所、霊園の

墓地全体の８．８％にも及ぶ状況となっており、霊園の活用上、適切な管理が行われていると

は言い難い。

局は 霊園に公園を設けることの必要性について再検証を行い 公園化を図ろうとする規模、 、 、

区域等の具体的計画を策定するとともに、空き墓所の再貸付の適否を含め、霊園の適切な管理

について検討されたい。
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(別表１)

一 般 会 計 歳 入 歳 出 決 算

歳 入

平成12年度 平成11年度 比 較

科 目 （款） 決 算 額 決 算 額 増(△)減額 伸び率

構成比 構成比

1 都 税 4,268,982 66.5 4,025,858 62.5 243,124 6.0

2 地 方 譲 与 税 2,892 0.0 3,567 0.1 △ 675 △ 18.9

3 助 成 交 付 金 18 0.0 17 0.0 0 0

4 地方特例交付金 157,041 2.4 34,437 0.5 122,604 356.0

5 特 別 交 付 金 4,174 0.1 4,744 0.1 △ 569 △ 12.0

6 分担金及負担金 20,139 0.3 18,511 0.3 1,627 8.8

7 使用料及手数料 179,835 2.8 199,696 3.1 △ 19,860 △ 9.9

8 国 庫 支 出 金 514,854 8.0 559,530 8.7 △ 44,675 △ 8.0

9 財 産 収 入 120,650 1.9 53,928 0.8 66,721 123.7

10 寄 附 金 202 0.0 81 0.0 120 148.1

11 繰 入 金 189,027 2.9 326,054 5.1 △ 137,027 △ 42.0

12 諸 収 入 559,710 8.7 475,802 7.4 83,907 17.6

13 都 債 384,274 6.0 724,881 11.3 △ 340,606 △ 47.0

14 繰 越 金 19,795 0.3 13,388 0.2 6,407 47.9

合 計 6,421,599 100 6,440,502 100 △ 18,903 △ 0.3

（注） 構成比は四捨五入のため、合計と一致しない場合がある。
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対 前 年 度 比 較 表

（単位：百万円、％）

歳 出

平成12年度 平成11年度 比 較

科 目 （款） 決 算 額 決 算 額 増(△)減額 伸び率

構成比 構成比

1 議 会 費 5,686 0.1 5,971 0.1 △ 284 △ 4.8

2 総 務 費 218,954 3.4 186,901 2.9 32,052 17.1

3 徴 税 費 85,039 1.3 90,551 1.4 △ 5,512 △ 6.1

4 生 活 文 化 費 17,771 0.3 20,200 0.3 △ 2,429 △ 12.0

5 都 市 計 画 費 111,530 1.8 229,363 3.6 △ 117,832 △ 51.4

6 環 境 費 27,287 0.4 233,396 3.6 △ 206,108 △ 88.3

7 福 祉 費 520,699 8.2 538,782 8.4 △ 18,082 △ 3.4

8 労 働 経 済 費 344,023 5.4 400,878 6.2 △ 56,854 △ 14.2

9 住 宅 費 234,855 3.7 284,624 4.4 △ 49,769 △ 17.5

10 衛 生 費 134,774 2.1 139,050 2.2 △ 4,276 △ 3.1

11 土 木 費 481,806 7.6 531,021 8.3 △ 49,215 △ 9.3

12 港 湾 費 88,426 1.4 103,426 1.6 △ 14,999 △ 14.5

13 教 育 費 787,326 12.4 822,711 12.8 △ 35,384 △ 4.3

14 学 務 費 151,530 2.4 157,920 2.5 △ 6,390 △ 4.0

15 警 察 費 600,483 9.5 611,885 9.5 △ 11,401 △ 1.9

16 消 防 費 239,109 3.8 245,600 3.8 △ 6,490 △ 2.6

17 公 債 費 608,364 9.6 431,370 6.7 176,993 41.0

18 諸 支 出 金 1,692,522 26.7 1,387,050 21.6 305,471 22.0

19 予 備 費 0 0 0 0 －

合 計 6,350,193 100 6,420,707 100 △ 70,513 △ 1.1
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(別表２)
特別会計歳入歳出決算対前年度比較表

（単位：百万円、％）

歳 入 歳 出

会 計 名 平成12年度 平成11年度 比 較 平成12年度 平成11年度 比 較
伸び率 伸 び 率

決 算 額 決 算 額 増(△)減額 決 算 額 決 算 額 増(△)減額

特 別 区
830,938 679,023 151,914 22.4 830,938 679,023 151,914 22.4

財政調整会計

地 方 消 費 税
1,006,824 950,139 56,684 6.0 1,006,824 945,257 61,567 6.5

清 算 会 計

小笠原諸島生活
421 387 33 8.5 38 12 26 216.7

再建資金会計

母子福祉貸付
4,051 3,958 93 2.3 3,285 3,084 201 6.5

資 金 会 計

心身障害者扶養
3,827 3,761 66 1.8 3,800 3,739 60 1.6

年 金 会 計

中小企業近代化
18,055 17,968 87 0.5 13,324 13,711 △ 386 △ 2.8

資金助成会計

農業改良資金
112 143 △ 31 △21.7 104 143 △ 38 △26.6

助 成 会 計

林業改善資金
75 71 4 5.6 14 12 1 8.3

助 成 会 計

沿岸漁業改善
52 53 △ 0 △ 0.0 40 40 △ 0 △ 0.0

資金助成会計

と 場 会 計 5,972 5,617 355 6.3 5,972 5,558 414 7.4

都 営 住 宅 等
4,339 4,292 47 1.1 3,298 3,421 △ 122 △ 3.6

保 証 金 会 計

都 市 開 発
9,773 21,050 △ 11,277 △53.6 9,771 19,654 △ 9,883 △50.3

資 金 会 計

用 地 会 計 116,101 119,084 △ 2,983 △ 2.5 108,292 115,782 △ 7,489 △ 6.5

公 債 費 会 計 1,471,414 1,298,276 173,138 13.3 1,471,414 1,298,276 173,138 13.3

新住宅市街地
34,318 32,138 2,179 6.8 33,866 28,889 4,977 17.2

開発事業会計

相 原 小 山
10,083 7,504 2,578 34.4 10,040 7,306 2,734 37.4

開発事業会計

市街地再開発
53,429 53,446 △ 16 △ 0.0 52,416 51,568 848 1.6

事 業 会 計

臨海都市基盤
4,070 1,492 2,578 172.8 3,768 1,492 2,275 152.5

整備事業会計

港湾事業会計 11,538 △ 11,538 △100 4,397 △ 4,397 △100

合 計 3,573,863 3,209,949 363,914 11.3 3,557,212 3,181,371 375,841 11.8

（注） 港湾事業会計は、平成１１年度末日をもって公営企業会計に移行した。


